様式第２号（第７条関係）　　　　　補助対象事業計画書店舗等設置支援事業

１　申請者の概要
　(1) 事業者の名称、所在地等
	フリガナ
	

	事業者名
(社名･屋号等)
	

	事務所･
店舗等の
所在地(注1)
	〒　　－　　　




	TEL
	　　　（　　）

	
	
	FAX
	　　　（　　）

	
	
	E-mail
	

	都市計画上の用途地域名　
	

	創 業 日
(創業開始日)
	創業日(予定日)　　　　　　　　　　年　　月　　日（法人の場合：登記日）
実際の創業開始日(予定日)　　　　　年　　月　　日

	起業形態
	法人　・　個人
	資本金(法人の方のみ)
	円

	主たる業種
((注1)日本標準産業
分類を記載)
	創　業
	
		中分類
(2桁ｺｰﾄﾞ)
	
	




	経営者・役員
従業員等
	経営者・役員
（内、本人以外）
	人
(　　   人)
	従業員
(内、家族)
	人
(　　 人)
	パート・
アルバイト等
	
人

	【商店街確認欄】(注2)
上記事務所・店舗等が当商店街に
所在することを確認しました。
	商店街名
	

	
	代表者名
	商店街代表印


※事業開始前の場合、事業者名・所在地以外は、未定の項目は「未定」と記載してください。
※創業日は、原則、個人事業者は開業の日、法人は法人設立の日としてください。
(注1)日本標準産業分類参照（http://www.e-stat.go.jp/SG1/htoukeib/TopDisp.do?bKind=10）
(注2)所在地が商店街（中心市街地の区域内を除く。）となる場合、【商店街確認欄】に、必ず属する
商店街組合等の確認を受けてください。
 (2) 代表者の氏名、住所等
	フリガナ
	
	生年月日
	
　　　　年　　月　　日

	氏　　名
	
	
	

	現 住 所
	〒　　－
	TEL
	（　　　）

	
	
	携帯電話
	（　　　）

	
	
	E-mail
	


(3) 代表者の職歴（学生の場合は、現在在籍している学校名を記載してください。）
	　　年　　月～　　　　年　　月
	

	　　年　　月～　　　　年　　月
	

	　　年　　月～　　　　年　　月
	


(4) 事業に必要な資格・届出等（必要な場合のみ記載してください。）
	資格・届出等の名称
	取得時期

	
	　　　　年　　月　　日取得

	
	　　　　年　　月　　日取得


※手続き中・準備中の場合は、「○年○月頃取得(手続き)予定」と記載してください。
（記入上の注意）
１ 各項目には、指定された必要事項を必ず記載してください。提出書類は片面印刷としてください。
[bookmark: _GoBack]
２　事業計画
(1) 事業計画の名称
事業内容を的確に表現した名称を簡潔に示してください。
	



(2) 創業の経緯・目的
創業に至った経緯や目的、事業の内容、具体的なニーズや背景、将来の展望などについて
記載してください。
	
















(3) 事業の手法
開発・提供する商品やサービス等を示し、特徴や特色、提供する方法など、事業の取り組みを
分かりやすく記載してください。
	























(4) 事業の内容
　　審査のために重要な事項ですので、分かりやすく記載してください。
	セールス
ポイント
（新規性）
（独創性）
（優位性）
	○開発・提供する商品やサービス等と、従来からある類似商品・サービス等を比較した場合のセールスポイント（新規性・独創性・優位性）について記載してください。











	市場性
（成長性）
	○商品・サービス等の市場性（顧客ターゲット、市場規模、販売先等）や将来性に
ついて、数値等を用いて具体的に記載してください。










	ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ戦　　略
	○事業を実施する場合のＰＲ方法、販売予定価格、マーケティング手法などを具体的に記載してください。











	地域経済
活性化への
波及効果
	○事業が実現されることにより、地域経済の活性化へどのような効果があるかを記載してください。（地域経済の振興・賑わいづくり・魅力発信、新たな雇用の創出等）














(5) 事業（創業）の準備状況等
	事業の
準備状況
(進捗状況)
	○どのような資源（人脈、事務所、設備、資金等）を、どの程度確保しているかを
記入してください。また、今後の予定も記載して下さい。











	問題・課題
	○事業実施するに当たっての問題点は何か。その問題点の解決方法、手段など、具体的に記載してください。













(6) 従事者計画　
□　当事業は、創業した日以後、事業の拡大及び新たな雇用を生み出すことを目指します。
	年　度
	従事者数

	
	経営者
（個人のみ）
	役　員
（法人のみ）
	従業員
（家族含む）
	パート・
アルバイト
	その他
（派遣等）
	合計

	開業１年目
	人
（うち本人以外　　人）
	人
（うち本人以外　　人）
	人
(うち家族以外　人)
	人
	人
	人

	開業２年目
	人
（うち本人以外　　人）
	人
（うち本人以外　　人）
	人
(うち家族以外　人)
	人
	人
	人

	開業３年目
	人
（うち本人以外　　人）
	人
（うち本人以外　　人）
	人
(うち家族以外　人)
	人
	人
	人



　　開業１年目＝　　　　年　　月　　～　　　　年　　月
　　開業２年目＝　　　　年　　月　　～　　　　年　　月
　　開業３年目＝　　　　年　　月　　～　　　　年　　月

※期間の区切りは、個人事業は１月から１２月まで、法人は決算期で区切って記載してください。
　　
(7) 
事業スケジュール
	具　体　的　な　実　施　項　目

	
	１月
	２月
	３月
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	１０月
	１１月
	１２月

	記　入　例
	※事業への取り組み内容(既に実施した作業がある場合はそれも含む)を記入してください。
＜子育て交流カフェ＞

内装等開店準備
カフェ営業開始
メニュー開発
人材募集
広報活動
子育て教室サービス開始
広報活動


	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	開業準備 ～ 開業１年目
	　１月
	　２月
	　３月
	　４月
	　５月
	　６月
	　７月
	　８月
	　９月
	１０月
	１１月
	１２月

	
	






	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	開業２年目
	





	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	開業３年目
	





	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	




３ 資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	必要資金
	金額
	調達方法
	金額

	設備資金
	

	円

	自己資金
	円

	
	
	
	借入金
※調達先（　　　　　　 　）
○親族、知人、金融機関等からの借入を記載してください。
	円


	
	
	
	補助金
・姫路市創業者応援補助金
・（　　　　　　　　　　）
※補助金相当額の調達方法
・自己資金
・借入（　　　　　　　　）
○今回の補助金、他の補助金を記載してください。
	円




	　　
運転資金

	
	円
	
	

	合計
	円
	合計
	円


（注）必要金額の合計と調達金額の合計は、同じになる様に記載してください。

４　事業見通し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	開業１年目
　年　月　日～
　年　月　日
	開業２年目
　年　月　日～
　年　月　日
	開業３年目
　年　月　日～
　年　月　日

	売　上　高　①
	
	
	

	売 上 原 価 ②
	
	
	

	




経

費
	人 件 費 (注1)
	
	
	

	
	家　　賃
	
	
	

	
	支払利息
	
	
	

	
	その他（　　 　　　　）
	
	
	

	
	その他（　　 　　　　）
	
	
	

	
	その他（　　　 　　　）
	
	
	

	
	その他（　　　 　　　）
	
	
	

	
	経　費　計　③
	
	
	

	利益①-②-③
	
	
	






（注1）個人事業で創業の場合、人件費に事業主分は含みません。
※期間の区切りは、個人事業は１月から１２月まで、法人は決算期で区切って記載してください。
※算出根拠は、別紙に記載して下さい。
